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① 大規模災害に対応する体制整備の推進 
 

〔脆弱性評価〕 

 病院が被災後、速やかに診療機能を回復できるよう、業務継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進す

るとともに、病院の基礎情報や災害時の患者の受診状況、ライフライン稼働状況を収集・共有す

る広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）の操作研修等を実施しています。 

 また、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）隊員を養成（令和４年８月現在 406 名）し、災害派遣

精神医療チーム（ＤＰＡＴ）等とともに、地震・大雨、火山噴火などの大規模災害時に派遣して

います。 

 引き続き、大規模災害時に対応する体制の整備に取り組むとともに、保健医療福祉活動を行う

チーム（DMAT、JMAT、日赤救護班、DPAT 等）間の連携を強化する必要があります。 

【健康福祉部医療政策課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 引き続き、研修機会の提供により病院のＢＣＰの策定

を促進するとともに、病院向けＥＭＩＳ研修会による情

報入力体制の整備、長野県ＤＭＡＴ養成研修、ＤＰＡＴ

研修による隊員の確保や技術力の向上に努めます。 

 また、災害の経験を踏まえた見直しにより、災害医療

活動指針や地域災害医療活動マニュアルの実効性を確

保するとともに、大規模災害時に保健医療福祉活動を行

うチームの連携強化に向けた訓練を実施します。 

 

 

② 石油燃料等の供給体制の確保 
 

〔脆弱性評価〕 

 県内への石油製品の供給は、約８割が鉄道貨物輸送に頼っており、鉄道が不通となった場合、

供給力が低下するなど脆弱な立地条件にあります。 

 県では、長野県石油商業組合と連携して県内 120 か所（令和４年４月現在）のサービスステー

ション（ＳＳ）等に、災害時に重要施設（災害拠点病院など）等で使用する約１週間分の石油製品

の備蓄を行っています。 

 近年、サービスステーションが減少する傾向にありますが、引き続き備蓄量の確保に取り組ん

でいく必要があります。                   【危機管理部危機管理防災課】 
 

〔取組方針（施策）〕 

 重要施設や警察、消防の緊急通行車両等に石油燃料類を安定供給するため、中核給油所（40 箇

所）、小口燃料配送拠点（20 箇所）、県配送拠点（9 箇所）、住民拠点ＳＳ（51 箇所）への石油類

燃料の備蓄を継続します。 

 また、住民に対して災害に備えた燃料の備蓄や、災害時の冷静な対応を周知します。 

 
２－３ 医療機関、医療従事者の不足やエネルギー供給の長期途絶、医療施設の被災に 

よる医療機能の麻痺 

起きてはならない最悪の事態 

＜ＤＭＡＴ養成＞ 
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 災害の発生に備え、自家用車へのこまめな満タン給油や灯油の買い置きなど、個人でできる燃

料確保に努めてください。また、災害時には、医療機関や救助活動で使用する燃料が不足するこ

とのないよう、必要以上の買いだめの自粛等、冷静な対応をお願いします。 

 

【達成目標】 
 

指 標 名 担当課室 
第２期 
目 標 

現 状 
第３期 
目 標 

① 

行政、災害拠点病院、医師会等の関係機
関による保健医療福祉活動チームの連
携確認を行う災害訓練の実施二次医療
圏数 

医療政策課 

10医療圏 
（2023年度） 

９医療圏 
（2021年度） 

10医療圏 
（2027年度） 

病院における業務継続計画の策定率 
100％ 

（2023年度） 
36.5％ 

（2021年度） 
88.6％ 

（2027年度） 

長野県ＤＭＡＴ養成研修年間修了者数 
24人以上 
（2023年度） 

32人 
（2022年度） 

32人 
（2027年度） 

② 石油等の備蓄 
危機管理 

防災課 

62施設 
約 500kℓ 
（2020年度） 

121施設
約 1,308kℓ 
（2021年度） 

現状維持 
（2027年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

県民の皆様へ 






































